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安保法案 今週にも参議院で審議入りへ
ＮＨＫ　日 4時08分
　安全保障関連法案が先週、衆議院を通過したことを受けて、与党側は速やかに参議院で審議に入り、今の国会で成立させる方針です。これに対し民主党などは、審議を通じて法案の問題点を世論に訴えて成立を阻止したいとしていて、今週にも参議院での活発な論戦が始まる見通しです。
今の国会の最大の焦点となっている、集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ安全保障関連法案は、先週衆議院で可決され、参議院に送られました。
　これを受けて与党側は、速やかに参議院本会議で法案の趣旨説明を行って、審議に入りたいとしています。
　安倍総理大臣は２０日、民放の番組で、「国民の理解をまだ頂いていないということはそのとおりだ。『戦争法案や徴兵制というのは間違っている』ということを参議院の審議を通じてわかりやすく説明していきたい」と述べました。
　与党側は、各種の世論調査で法案への国民の理解が進んでいない状況が指摘されていることも踏まえ、法案の必要性などを丁寧に説明するとともに、対案を参議院にも提出する予定の維新の党とも協議を続け、できるだけ多くの政党の賛成を得たうえで参議院でも可決し、今の国会で成立させる方針です。
　これに対し民主党などは、「衆議院での採決は、民意を無視した強行採決だ」と強く批判しています。民主党の岡田代表は先週、「憲法違反の疑いが極めて濃いこの法案は、これからが勝負だ」と述べるなど、審議を通じて法案の問題点を世論に訴えて成立を阻止したいとしていて、今週にも参議院での活発な論戦が始まる見通しです。
　一方、野党側は、安倍総理大臣が先週表明した、新しい国立競技場の整備計画を見直す方針を巡り、対応が後手に回った責任の所在を明らかにする必要があるとして、予算委員会の集中審議を求めるなど、今後、安倍内閣の責任を追及していく構えです。
産経新聞　7.20 18:58更新 

【産経・ＦＮＮ合同世論調査】　安保法案、自公支持層では「必要」増　無党派は「不要」６割超に
産経・ＦＮＮの合同世論調査では、安全保障関連法案が「必要」との回答が４２・１％と、前回調査（６月２７、２８両日実施）より６・９ポイント減少した。回答者の３８％を占める無党派層の理解が広がらず、年代別でも男性の２０～４０代や女性のほぼ全年代で「支持派」が顕著に減った。政府はより丁寧な説明が求められそうだ。
　支持政党別にみると「必要」との回答は自民７０・６％（前回比２・２ポイント増）、公明７３％（同１１・６ポイント増）。与党支持層では理解が広がりつつあるが、逆に無党派層では「必要」２５・３％（同１１・５ポイント減）、「不要」６７・１％（同１３・４ポイント増）と不要論が拡大した。
　「必要」との回答を男女・年代別に見ると、前回より増えたのは女性２０代の４５・９％（同８・２ポイント増）だけ。男性５０代と６０代以上はともに５０％超で、約１ポイントの微減にとどまった。
　一方、男性２０代が４６・９％で２０・３ポイント激減したのをはじめ、男性３０代４５・１％（同１１ポイント減）▽男性４０代３７・５％（同１２・５ポイント減）▽女性３０代３２・１％（同１１・５ポイント減）▽女性５０代３７％（同１０・９ポイント減）－と、多くの年代で２ケタの減少となった。
　法案について、合憲・違憲のいずれの説明が納得できるかとの質問では「合憲」２１・９％（同０・２ポイント増）、「違憲」５９％（同１・３ポイント増）と大きな変化はなかった。一方、「衆院で審議が尽くされたと思わない」との回答が計７割にのぼっており、「強引な採決」の印象が法案の支持・不支持に影響した可能性がある。
2015.7.20 13:50更新 

【産経・ＦＮＮ合同世論調査】内閣支持と不支持が初めて逆転
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が１８、１９両日に実施した合同世論調査によると、第２次安倍晋三内閣の発足以降、支持率と不支持率が初めて逆転した。支持率は３９・３％で、前回調査（６月２７、２８両日実施）より６・８ポイント減少。不支持率は５２・６％で、１０・２ポイント上昇した。
　ただ、「日本のリーダーにふさわしい人」では安倍首相が２６・１％で最も多く、維新の党の橋下徹最高顧問（大阪市長）が１１・９％、石破茂地方創生担当相が９・３％で続いた。民主党の岡田克也代表は３・６％だった。
　政党支持率は自民党が前回調査より１・１ポイント減の３３・７％。民主党は０・７ポイント減の９・８％だった。
　衆院で可決された安全保障関連法案の成立に関しては４２・１％が「必要」、４９・７％が「必要でない」と回答。今国会での成立については賛成が２９％、反対が６３・４％だった。
　これまでの国会審議で野党が果たした役割については「あまり評価しない」が４８％、「まったく評価しない」が２０・３％だった。
　一方、安倍首相が新国立競技場の建設計画を白紙撤回したことについては「大いに評価する」と「やや評価する」を合わせて８３・９％にのぼった。政府の対応をめぐっては「大いに責任がある」と「やや責任がある」を合わせて８２・９％に達した。
　安倍首相が今夏に発表する戦後７０年談話に「侵略」「謝罪」などの文言を含めるべきかに関しては３７・７％が「必要」、３４％が「必要でない」と回答し、意見が分かれた。
　人口が少ない県をまとめる「合区」の導入が有力視されている参院選挙制度改革に関しては４２・８％が「一票の格差の是正が優先」、４９・７％が「各都道府県から議員を出すことが優先」と答えた。
安倍内閣支持急落３７％　不支持過半数で逆転　
　安倍内閣支持率の推移
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　共同通信社が１７、１８両日に実施した全国電話世論調査によると、内閣支持率は３７・７％で、前回６月の４７・４％から９・７ポイント急落した。不支持率は５１・６％（前回４３・０％）と過半数に達し、２０１２年１２月発足の第２次安倍政権以降で初めて支持と不支持が逆転した。
　与党が１６日の衆院本会議で、多くの野党が退席や欠席する中、安全保障関連法案を採決し、可決したことに「よくなかった」との回答が７３・３％を占めた。「よかった」は２１・４％だった。
　安保法案の今国会成立に反対が６８・２％で前回から５・１ポイント増えた。賛成は２４・６％だった。
2015/07/18 16:51   【共同通信】
内閣支持、最低の４０．１％＝安保法案「説明不十分」７割－時事世論調査
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時事通信が１０～１３日に実施した７月の世論調査によると、安倍内閣の支持率は前月比５．７ポイント減の４０．１％に急落した。不支持率は３９．５％で、支持と不支持が拮抗（きっこう）。２０１２年末の政権復帰後、支持率は最低まで落ち込み、不支持は最高となった。
　集団的自衛権の行使を柱とする安全保障関連法案に世論の理解が進んでいないことや、自民党の勉強会で沖縄への侮辱的発言が出たことなどが影響したとみられる。総工費が膨らんだ新国立競技場問題も響いた可能性がある。
　安保法案に関し、安倍政権が「十分説明している」と答えた人が１２．８％なのに対し、「説明は不十分」は７３．７％に上った。また、法案が「合憲」との回答は１９．８％にとどまり、「違憲」は５３．８％と過半数に達した。
　５ポイントを超える支持率下落は１４年７月調査の６．４ポイント減以来。この時も、安倍内閣が集団的自衛権行使を容認する憲法解釈変更の閣議決定に踏み切り、政権への逆風となっていた。
　内閣を支持する理由（複数回答）は、「他に適当な人がいない」が１６．５％で最も多く、「リーダーシップがある」１３．３％、「首相を信頼する」１０．３％と続いた。支持しない理由（同）は、「首相を信頼できない」１８．９％、「政策がだめ」１８．４％、「期待が持てない」１６．７％だった。
　政党支持率で、自民党は前月比０．６ポイント減の２３．６％。以下、民主党５．５％（前月比０．９ポイント減）、公明党３．５％（同０．８ポイント増）、維新の党２．０％（同０．５ポイント増）と続いた。
　調査は全国の成人男女２０００人を対象に個別面接方式で実施。有効回収率は６３．９％。　（時事通信2015/07/17-15:07）2015/07/17-15:07

安倍内閣支持率39.3%　第2次政権発足以降最低に　FNN世論調査
フジテレビ系（FNN） 7月20日(月)12時17分配信
FNNが、この週末に行った世論調査で、安倍内閣の支持率は39.3%と、第2次政権発足以降最低で、「支持しない」と答えた人が、「支持する」と答えた人を初めて上回った。
調査は、7月18日と19日に、電話調査(RDD)で行われ、全国の有権者1,000人が回答した。安倍内閣を「支持する」と答えた人は、6月の調査より6.8ポイント下がって、39.3%と、第2次政権発足以降、最低だった。
また「支持しない」と答えた人は、10.2ポイント上がって、52.6%と、初めて「支持する」と答えた人を上回った。
延長国会の最大の焦点、安全保障関連法案については、今の国会での成立に賛成と答えた人が3割弱(29.0%)で、反対と答えた人は6割(63.4%)を超えた。
法案そのものの必要性についても、前回の調査を逆転し、必要ないと答えた人(49.7%)が、必要と答えた人(42.1%)を上回った。
また、先週採決された衆議院で、十分に審議が尽くされたかどうか聞いたところ、「大いに思う」、「やや思う」と答えた人が、あわせて3割弱(27.2%)である一方、「あまり思わない」、「まったく思わない」と答えた人は、7割(70.6%)に達した。
新国立競技場の建設計画を、安倍首相が見直したことについては、「大いに評価する」、「やや評価する」と答えた人が、あわせて8割(83.9%)を超えた。
一方で、見直しに至った政府の責任については、同じく8割以上の人(82.9%)が「責任がある」と答えた。
最終更新:7月21日(火)0時35分
学者１万人超が抗議声明＝強行採決「民主主義の破壊」－東京
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安全保障関連法案に反対する学者の会で、気勢を上げる益川敏英京都大名誉教授（前列右から３人目）ら＝２０日午後、東京都千代田区
　さまざまな専門分野の学者でつくる「安全保障関連法案に反対する学者の会」が２０日、東京都内で記者会見し、「強行採決は国民の意思を踏みにじる立憲主義と民主主義の破壊だ」などとする１万１２７９人の共同声明を発表した。
　学者の会は、ノーベル物理学賞を受賞した益川敏英京都大名誉教授ら６１人が呼び掛け人となり、賛同する学者・研究者は２０日時点で１万１２１８人。うち１５０人以上が会見に出席した。
　益川さんは「安倍政権は憲法９条をなし崩しにしようとしている」と力説。池内了名古屋大名誉教授（宇宙物理学）は「法案は安倍政権の軍事化路線。軍需研究への動員が始まろうとしている」と危機感を表明した。
　千葉真国際基督教大特任教授（政治思想）は「憲法順法義務を無視している」と強調。吉岡斉九州大教授（科学史）も「次は憲法改正を必ず狙ってくる」とし、高山佳奈子京大教授（法学）は「国際世論からは、憲法を無視して推し進めていいという意見は全く寄せられていない」と指摘した。
　広渡清吾専修大教授（法学）が「国会内の雰囲気を変えるには十分時間はある」と締めくくり、全員で「廃案まで頑張るぞ」と気勢を上げた。（2015/07/20-20:11）2015/07/20-20:11

安保法案反対、学者１５０人会見　「首相判断で戦争可能」
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　安全保障関連法案に反対し気勢を上げる学者たち。呼び掛け人のノーベル物理学賞受賞者の益川敏英氏（前列左から６人目）ら約１５０人の学者が参加した＝２０日午後、東京都千代田区の学士会館
　幅広い専門分野の研究者でつくる「安全保障関連法案に反対する学者の会」が２０日、東京都千代田区の学士会館で記者会見し、廃案を求める声明を発表した。呼び掛け人でノーベル物理学賞を受賞した益川敏英京大名誉教授は「首相の判断で戦争ができる法案だ」と強く批判した。
　会見には上野千鶴子東大名誉教授、池内了名古屋大名誉教授、山口二郎法政大教授、小森陽一東大教授、吉岡斉九州大教授ら約１５０人の学者が参加した。
　学者の会には、２０日現在で１万１千人以上の学者・研究者が賛同。今後、若者らと連携した抗議活動も予定している。
2015/07/20 19:08   【共同通信】
安保法案に抗議声明　益川氏ら学者１５０人が会見
朝日新聞デジタル　編集委員・北野隆一　2015年7月20日21時09分

安保法案に反対し記者会見する約１５０人の学者ら。最前列右から上野千鶴子・東京大名誉教授、益川敏英・京都大名誉教授、佐藤学・学習院大教授ら＝東京都千代田区の学士会館、北野隆一撮影





　「安全保障関連法案に反対する学者の会」に賛同する大学教授ら約１５０人が２０日、東京都内で記者会見し、安保法案に対し「世論調査で反対多数の状況での強行採決は、国民の意思を踏みにじる立憲主義と民主主義の破壊」とする抗議声明を発表した。２０日までに会の賛同者は学者１万１２１８人、市民２万２７７９人に上ったといい、３１日夕には学生らと共同で、集会や国会前での抗議行動をする予定。
　発起人でノーベル物理学賞受賞者の益川敏英・京都大名誉教授は「安倍首相が有事と思えば戦争ができるようになる。立憲主義に真っ向から敵対している」と批判。上野千鶴子・東京大名誉教授は「新国立競技場は市民の声で白紙に戻った。言えば通る。もっと深刻な安保法案も廃案に追い込める」と呼びかけた。
　池内了・名古屋大名誉教授は「科学者の軍事研究への動員が始まっている。安保法案を打ち破り、軍事研究をしない運動を広げたい」と述べた。高山佳奈子・京都大教授は「憲法を無視していいという国際世論はない。憲法に反する安保政策で、ジャーナリストやボランティアら外国にいる日本人への危険は増す」と説いた。（編集委員・北野隆一）
　　　　◇
「安全保障関連法案に反対する学者の会」が２０日に発表した、「安全保障関連法案の衆議院

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/特別委員会.html" \o "特別委員会のトピックスを開く"特別委員会と本会議での強行採決に対する抗議声明」の全文は以下の通り。
　７月１５日衆議院

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/特別委員会.html" \o "特別委員会のトピックスを開く"特別委員会、翌１６日本会議で、集団的自衛権の行使を容認することを中心とした違憲性のある安全保障関連法案が強行採決されたことに、私たちは強い怒りをこめて抗議します。
　各種世論調査では、戦争法制としての本質をもつ安全保障関連法案に反対が多数となり、８割を超える大多数が今国会での成立は不必要としていた状況の中での強行採決は、主権者としての国民の意思を踏みにじる立憲主義と民主主義の破壊です。
　首相自身が、法案に対する「国民の理解が進んでいない」ことを認めた直後の委員会採決強行は、現政権が国民世論を無視した独裁政治であることを明確に示しています。
　衆議院

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/憲法審査会.html" \o "憲法審査会のトピックスを開く"憲法審査会で３人の憲法学者全員が安全保障関連法案は「違憲」だとし、全国のほとんどの憲法学者が同じ見解を表明しているにもかかわらず、今回の強行採決が行われたことは、現政権が学問と理性、そして知的な思考そのものを無視していることのあらわれです。
　戦後の日本は憲法９条の下で、対外侵略に対して直接的な関与はしてきませんでした。政府は「安全保障環境の変化」を口実に、武力行使ができる立法を強行しようとしていますが、戦後日本が一貫してきた隣国との対話による外交に基づく信頼関係こそが、脅威を取り除いてきたという事実を見失ってならないと思います。
　私たちが６月１５日に表明した見解は、多くの学者、大学人に共有され、いくつもの大学で、学生と教職員が一体となった取り組みが行われました。私たちは参議院での審議を注意深く見定めながら、立憲主義と民主主義を守り、この法案を廃案にするために、国民とともに可能なあらゆる行動を実行します。
　２０１５年７月２０日
　安全保障関連法案に反対する学者の会
安保法案反対の学者：「衆院採決強行は民主主義の破壊」
毎日新聞　2015年07月20日　20時24分（最終更新　07月21日　00時48分）


安全保障関連法案に反対する学者の会による「学者１００人記者会見」に出席し「廃案」や「違憲」と書かれた紙を掲げ反対を訴える学者たち＝東京都千代田区で２０１５年７月２０日午後６時２４分、内藤絵美撮影
　◇抗議声明　賛同する学者は１万１２１８人に
　分野を超えた有識者でつくる「安全保障関連法案に反対する学者の会」が２０日、東京都内で記者会見し、衆院での採決強行について「国民の意思を踏みにじる立憲主義と民主主義の破壊だ」などとする抗議声明を出した。同会によると、賛同する学者は２０日現在、１万１２１８人に上っているという。
　会見した約１５０人の学者たちから「首相が有事だと思えば戦争できる、とんでもない法案」「危険きわまりない現政権には即刻退場してもらいたい」と厳しい意見が相次いだ。
　ノーベル賞を受けた物理学者の益川敏英さん（京都大名誉教授）は「安倍政権の支持率は急速に落ち、国民も危険と認識し始めている。政権に鉄ついを下さなければならない」と訴えた。法学者の高山佳奈子京都大教授は「米軍の負担の一部を日本が肩代わりした方がいいという意見が諸外国にあるが、憲法を無視していいという国際世論はない」と指摘した。
　声明は、安倍晋三首相が「国民の理解が進んでいない」と認めていることを挙げ、「現政権が国民世論を無視した独裁政治であることを明確に示している」と指摘。多くの憲法学者が「違憲」と主張しているにもかかわらず強行採決したとして、「学問と理性、知的な思考そのものを無視している」と批判した。【松本惇】
安保法案に反対 学者など１５０人が訴え
ＮＨＫ　7月20日 19時05分
安全保障関連法案に反対する学者およそ１５０人が、２０日、都内で会見を開き、「法案は憲法９条に違反し、衆議院で採決を強行したことは国民世論を無視するものだ」などと訴えました。
会見を開いたのは、安全保障関連法案に反対するさまざまな分野の学者や研究者、およそ１５０人です。
会見ではまず、日本学術会議の前の会長で専修大学の廣渡清吾教授が、「総理自身が、法案に対する国民の理解が進んでいないことを認めた直後に、衆議院で採決を強行したことは、国民世論を無視するものだ」などとする抗議声明を読み上げました。
　続いて、ノーベル物理学賞を受賞した京都大学の益川敏英名誉教授が、「憲法９条は歴然と生き続けているのに、それをなし崩しにしようとしている。政権が有事だと思ったら戦争ができるというのはとんでもない話で、立憲主義に真っ向から敵対する」と批判しました。
　さらに、東京大学の上野千鶴子名誉教授も、「ふだん政治的な行動をしない研究者が、やむにやまれぬ思いで集まったのは画期的なことだ。手遅れにならないうちに行動を起こさなければならない」と述べました。
　この学者たちのグループに賛意を表明した学者や研究者は１万人以上に上っているということで、グループは、今月３１日には国会前で抗議活動を行うことにしています。 

「アベ政治を…」あの筆文字プラカード、コンビニで拡散
朝日新聞デジタル　遠藤雄司、国吉美香 伊木緑　2015年7月19日05時00分
【動画】国会前で「アベ政治を許さない」と書かれたプラカードを掲げる人たち＝嶋田達也撮影

コンビニなどで印刷した共通のメッセージを国会前で掲げる人たち＝１８日午後１時３分、嶋田達也撮影





















　デモには欠かせないプラカード。手書きに代わってコンビニで印刷したものが増えている。共感するメッセージをすぐに入手できる手軽さが受け、幅広い世代に広がる。１８日午後１時には、安全保障関連法案の採決を強行した安倍政権への抗議を込めた同じプラカードが各地で一斉に掲げられた。
　「ＰＥＡＣＥ　ＮＯＴ　ＷＡＲ」
　１７日夜の国会前。千葉県

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/松戸市.html" \o "松戸市のトピックスを開く"松戸市の男子大学生（１８）は、白地に赤と水色でカラフルに書かれたプラカードを高く掲げた。「ＮＯＴ」の「Ｏ」にはピースマークをあしらった学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」のデザイン。「おしゃれでかっこいい。若者らしく、スマートに活動したいから」
　３週間前に初めてデモに参加する際、直前にコンビニに立ち寄って印刷した。「参加しようと思ったその日にプラカードを持って行ける。もっと多くの人に知って欲しい」と話す。
　メッセージ入りのプラカードを多くの人が共有できるのは、コンビニで画像を印刷できるサービスを活用しているからだ。
　メッセージを発信したい側は、専用ホームページにパソコンやスマートフォンから画像を登録。印刷に必要な番号などをツイッターやフェイスブックなどで画像とともに拡散する。それを見て「いいね！」と感じた人が、セブン―イレブンやローソン、ファミリーマートなどにある複合機で番号を入力すると、印刷できる。
　Ａ３サイズなら白黒は１枚２０円、フルカラーは１００円。セブン―イレブンでサービスを展開する富士ゼロックス広報宣伝部の担当者は「サッカーのサポーターがスタジアムで共通のプラカードを掲げるために使う例もあるようです。その派生的な使い方でしょう」と話した。
反「安保」：拡大　全国で一斉抗議「アベ政治を許さない」
毎日新聞　2015年07月18日　20時30分（最終更新　07月19日　06時44分）


国会前で「アベ政治を許さない」のポスターを掲げ、安保関連法案への反対を訴える人たち＝東京・永田町で２０１５年７月１８日午後１時４分、梅村直承撮影
写真特集へ
　安全保障関連法案に反対して作家の澤地久枝さん（８４）らが呼びかけた安倍政権に対する抗議行動が１８日、全国各地であり、「アベ政治を許さない」と記したポスターを午後１時ごろに一斉に掲げた。主催したスタッフは「全国各地の１０００カ所前後で実施されたと見込まれる」と話している。
　澤地さんの提案にジャーナリストの鳥越俊太郎さん（７５）、作家の落合恵子さん（７０）らが賛同。俳人の金子兜太（とうた）さん（９５）が書いたポスターをインターネットのサイトに掲載し、それぞれが印刷して持ち寄った。
　メイン会場の国会前には澤地さん、落合さん、鳥越さんらも駆けつけ、主催者発表で５０００人以上が集まった。時折小雨が降る中、参加者はポスターを一斉に掲げて「安倍政治を許さない」とシュプレヒコールをあげた。
　壇上に立った澤地さんは「政治を変えるのは（政権に）反対する人たちが手をつなぐ時だ」と呼びかけた。落合さんが「平和の破壊を私たちは許さない。２０１５年７月を新しい一歩にしよう」と語りかけると、講談師の神田香織さんは「新国立競技場の建設案だけでなく、安保法案も撤回すべきだ」と訴えた。最後に鳥越さんが「我々が心を一つに連帯し、声を上げることが国会を動かすことになる」と締めくくった。
　東京都杉並区の男性（６５）は「傍観者じゃいられないと思い、初めて抗議行動に参加した。安倍政権は安保法案が違憲だと言われても耳を貸さない」と話し、東京都江東区の女性会社員（５８）は「一緒になって立憲主義を覆す政治をやめさせたい」と語った。
　名古屋市東区では市政資料館前に市民約１００人が集まり「戦争反対、憲法守れ」などと声を合わせ、午後１時にポスターを一斉に掲げた。講演で同市に来ていた上野千鶴子・東京大名誉教授は「今怒らないで、いつ怒るの。このまま法案が通れば、子どもたちに顔向けができない」と訴えた。
　福岡市中央区では、終戦間際に旧満州（現中国東北部）に渡った満蒙（まんもう）開拓団の苦難を描いた映画「望郷の鐘　満蒙開拓団の落日」の上映会後、観客約１５０人がポスターを掲げた。主催者がポスターを配って賛同を呼びかけた。観客の川添緋砂子さん（７９）は「戦争が起これば市民はみな苦しめられる。戦争につながりかねない安保法案に強く反対しているので、抗議行動で意思表示ができてよかった」と話した。
　大阪市北区の扇町公園では、安全保障関連法案の廃案を求める弁護士らが呼びかけた集会があり、約１万１０００人（主催者発表）が参加した。「憲法９条をいかす壮大な運動を巻き起こす」との決議を採択し、周辺の約２キロをデモ行進した。【一條優太、花岡洋二、川上珠実、山口朋辰】
寂聴さん「何とか覆さなければ」　安保法案、法話で訴え
[image: image19.jpg]



　京都市の寂庵で定例の法話を開いた瀬戸内寂聴さん＝１９日
　作家で僧侶の瀬戸内寂聴さん（９３）が１９日、京都市の寂庵で定例の法話を開き、集団的自衛権行使を可能にする安全保障関連法案の衆院通過を受け「何とか覆さなければならない。若い人たちが立ち上がっているから、希望がないわけではない」と訴えた。
　自身の戦争体験にも触れ「戦争は『集団人殺し』。世のため人のための戦争など存在しない」と指摘。「かわいい息子や孫が戦争に連れて行かれ、行けば殺さないと殺される」と語った。
　与党による採決強行という手法と安倍晋三首相も批判し、「多くの人が反対したことは歴史に残る。安倍さんがいかに悪い政治家だったかも歴史に残る」と強調した。
2015/07/19 18:04   【共同通信】
安保関連法案：寂聴さん法話「覆さないと孫や息子戦場に」
毎日新聞　2015年07月19日　21時46分（最終更新　07月19日　22時00分）


安全保障関連法の成立阻止を訴えて熱く説法をする瀬戸内寂聴さん＝京都市右京区の寂庵で２０１５年７月１９日、川瀬慎一朗撮影
拡大写真
　作家で僧侶の瀬戸内寂聴さん（９３）が１９日、安全保障関連法案が衆院で可決して初の法話を京都市右京区の寂庵（じゃくあん）で開き、全国から集まった約１５０人に「法案を通したら今度は戦争。私たち戦争を知っている者は、本当のこと、戦争は怖いこと、絶対にしてはいけないことを言っていく」と話した。
　寂聴さんは冒頭で「こんなに悪い日本（と感じたこと）は、９３年生きてきてなかった」と憂え、太平洋戦争当時を振り返って「私たちはバカだから（国に）だまされていた。良い戦争だと思い込まされていた」と言い、「今ははっきり言える。戦争に良い戦争や聖戦など絶対にない。集団による人殺しが戦争」と強調した。
　安保法制を進める政府与党にも触れ、「安倍（晋三）さんや今の政治家は戦争を知らず、恐ろしさを知らない」と指摘し、「法案を覆さないと、あなたたちのかわいい孫や息子がまた（戦場に）連れて行かれてしまう」と訴えた。
　法案の行方については「これまで無関心だった若い人も立ち上がっており、全く（廃案への）希望がないわけではない」と語った。
　石川県から来た会社員の女性（３６）は「将来の子や孫のことを思うと安保法案は良くない。何とか覆ってほしい」と話した。【川瀬慎一朗】
「僕も声を上げる」安保法制反対の大学生、元戦犯と交流
朝日新聞デジタル　高橋美佐子　2015年7月19日03時17分
【動画】元戦犯の飯田進さんの体験を５年前に聞いた奥田愛基さんは今、平和を求め活動を続けている＝関田航撮影

デモに参加する奥田愛基さん＝６月、東京・渋谷、関田航撮影







　国会前で毎週金曜日の夜、学生たちが安保関連法案への抗議の声を上げている。若者たちの異議申し立てに共感の輪が広がる。その中心メンバーの一人には、活動の原点に高校生のころの元ＢＣ級戦犯との出会いがあった。
　国会前や渋谷で数千人規模のデモを仕掛ける学生団体「ＳＥＡＬＤｓ」のメンバーで、明治学院大４年の奥田愛基（あき）さん（２３）。２０１０年２月、島根県にある小さな全寮制「キリスト教愛真高校」の２年生の時だった。
　平和学習の授業に横浜から飯田進さん（９２）がやってきた。ニューギニア戦線で住民らを殺害した罪に問われた元ＢＣ級戦犯だった。
安保関連法案：戦争アカン…関西で広島で高知で若者や主婦
毎日新聞　2015年07月19日　22時08分（最終更新　07月19日　23時43分）


安全保障関連法案の廃案を訴える声を上げデモ行進する参加者ら＝大阪市中央区で２０１５年７月１９日午後６時３分、貝塚太一撮影
拡大写真
　衆院を通過した安全保障関連法案の廃案を求めるデモや集会が連休中日の１９日も各地で行われた。ツイッターなどの呼び掛けに集まった若者たちの姿も目立った。「戦争アカン」。党派や世代を超えて反対の声が渦巻いた。
　大阪市内では、ツイッターやフェイスブックといったソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）などを通じて集まった市民約８２００人（主催者発表）が御堂筋をデモ行進した。大学生でつくる「自由と民主主義のための関西学生緊急行動」（シールズ関西）と、大阪の若者でつくる「民主主義と生活を守る有志」（サドル）の主催。
　シールズ関西のメンバーで神戸大大学院２年の塩田潤さん（２４）が「欠陥だらけの法案をあんな横暴なやり方で通すのは民主国家ではない。首相には辞めてもらおう」と呼び掛けると、参加者は大阪市西区の公園を出発。大学生らは交代でマイクを握り、法案への反対を訴えた。幼い子どもを連れた女性や戦争を知る世代の姿も見られ、「戦争アカン」などと書かれたプラカードを掲げて歩いた。
　被爆地・広島市の中心部でも法案反対のデモ行進があり、約８５人が市内の繁華街約１キロを練り歩いた。
　呼び掛けたのは広島市の主婦ら４人で、「戦争の過ちを繰り返させない」として先月末からＳＮＳなどで参加を促してきた。デモ行進した広島市西区の２児の母、小川未来（みき）さん（３５）は「何よりも自分の子どもたちが戦争に行くようなことにならないように声を上げた」と危機感を募らせていた。
　高知市では市民集会「憲法アクション　ｉｎこうち」が高知城内の広場であり、約６００人（主催者発表）が横断幕を掲げるなどしてデモ行進した。大学教員らでつくる「高知憲法アクション」など１０団体が企画した。同市の主婦（３９）は「安倍政権は『もっと議論を』と訴える国民の声を切り捨てている。やり方が許せない」と怒りの声を上げた。
　奈良市では市民ら約３００人がＪＲ奈良駅前から奈良公園までをパレード。「９条の会奈良県ネットワーク」の主催で、参加者は「アベ政治を許さない」と書かれたプラカードを手にし、「外交努力で平和を守ろう」などとシュプレヒコールを上げた。市内に住む学校教員の女性（３２）は「国民を無視した採決を見て、このままではいけないと思った。子どもを戦場に送ってはならない」と強い口調で話した。【遠藤孝康、吉村周平、岩間理紀、矢追健介】
安保法案勉強会中止：小林よしのり氏「自民は全体主義だ」
毎日新聞　2015年07月20日　23時59分（最終更新　07月21日　00時47分）


安保法制について語る漫画家の小林よしのり氏＝東京都世田谷区で、猪飼健史撮影
拡大写真
　◇講師を務める予定がキャンセルに
　安全保障関連法案などを巡り、自民党の若手国会議員の勉強会が突然中止となった問題で、講師を務める予定だった漫画家の小林よしのり氏（６１）が取材に応じ、「議論を封じたら、民主主義じゃなくなってしまう」と同党内の言論状況を痛烈に批判した。中止の背景には党幹部の要請があったとされる。安倍晋三首相は法案説明で自らのテレビ出演を増やしているが、所属議員の議論の機会は増やすのかどうか−−。
　勉強会は、党内若手のハト派国会議員らによる「過去を学び『分厚い保守政治』を目指す若手議員の会」が６月２５日に開く予定だった。小林氏によると２日前の同２３日、勉強会共同代表世話人の武井俊輔衆院議員から電話で、「国会が空転しているため」と中止を伝えられた。武井氏は同３０日に小林氏の事務所を訪れ、謝罪した。
　小林氏によると、この場で武井氏に「わしが安保法制反対と知らずに呼んだのか」と聞くと、返事に窮しながら「先輩方からいろいろ意見をいただきまして」「でも、最終的には私の責任です」などと答えたという。
　小林氏は安倍政権の憲法解釈変更による集団的自衛権行使容認に批判的で、憲法を改正すべきだと主張する。
　勉強会が中止になった日、首相に近い自民国会議員の別の勉強会「文化芸術懇話会」は開かれ、報道機関への圧力を求める問題発言が相次いだ。「分厚い保守政治の会」の方は今月１日、政治学者の御厨貴氏を囲む勉強会を開いた。
　小林氏は取材に、中止を巡る一連の経緯を踏まえ「（自分の勉強会は）つぶされた」と憤りを表明。「わしは安保法制反対だから呼ばなかったんだ。（自民党幹部は）議員を信じていない。わしと議論したら負けると思っているのだろう」と指摘した。さらに「国民には言論の自由があり、民主主義の根幹をなしている。（自民党は）全体主義になっている」と同党への不信感をあらわにした。【樋岡徹也】
　◇世話人の武井衆院議員、勉強会中止は「自分で決めた」
　勉強会中止について武井俊輔氏は、毎日新聞の取材に「（党の）先輩方からアドバイスはあったが、最終的に決めたのは自分」と証言した。取材のやりとりは以下の通り。
　−−勉強会中止の理由は「国会が空転しているから」と？
　◆それは事実。ただ同じ日に文化（芸術）懇話会を開催しているので、小林先生や皆さんが客観的に見て「国会が理由じゃないよな」と取られたことはやむを得ない。日程のバッティングは偶発的で、特段の意図があったわけではない。
　−−党幹部から「見合わせるように」と圧力がかかった？
　◆コメントする点はないが、ただ、最終的にやるかやらないかを決めたのは私なので、そういう意図はなかったとはいえ、いろんなハレーションがあることはある。先輩方からのいろんなアドバイスは、あるのはある。そういう意見を含めて最終的に私が（中止を）判断した。圧力につぶされたとかという表現は当たっていない。
　−−党幹部から「安保法制審議に影響がある」と？
　◆コメントしないが、さまざまなご意見、アドバイスがあるのは事実。最終的には私が決めたこと。
　−−小林氏に講師を頼んだ理由は？
　◆小林先生は一人の漫画家で、思想を語る人。政治運動家のような「反対する人」ではなく、「厳しい人」だと思う。そういう人の話を聞いて、そこから学ぶべき点は少なからずあろう。さはさりながら、これだけ状況がセンシティブな時期になってくると……。
支持率下落、安保法案が要因＝改憲議論「深まっていない」－安倍首相
　安倍晋三首相は２０日のフジテレビ番組で、各種世論調査で内閣支持率が低下していることに関し、「安全保障法制への支持が低く、理解が進んでいない中、こういう厳しい結果になっているのかなと思う」と述べ、参院審議では国民理解が深まるよう努める考えを示した。
　首相は同時に、「支持率のために政治をやっているのではない。支持率のためにやれば、人気目当ての政権になってしまう」と述べ、衆院を通過した安全保障関連法案の成立に全力を挙げる考えを強調した。
　安保法案の参院審議については、「もう少し与党（の質問時間）が増えてくれば、いろんな角度で説明するチャンスが増えてくる」と指摘。「（衆院審議では）ある種のイメージを貼り付けられてしまった。戦争法案とか徴兵制（導入）とか、全て間違っていて、参院で説明していきたい」と語った。
　徴兵制が導入されるのではないかとの懸念に対しては、「憲法１８条が禁止している苦役に当たり、あり得ない」と否定。憲法改正については、「まだまだ国民の中で（議論が）深まっている状況ではない。憲法改正の議論が熟し、深まり広まっていくよう努力する必要がある」と指摘した。　
　維新の党との修正協議に関しては、「できるだけ一致点を見いだす責任はお互いにあるのではないか」と述べ、話し合いを継続する考えを示した。（2015/07/20-19:16）2015/07/20-19:16

首相、参院で分かりやすく説明　安保法案で強調
　安倍晋三首相は２０日のフジテレビ番組で、衆院を通過した安全保障関連法案について「戦争法案と言われるが、戦争を未然に防ぐための法案だ。参院審議を通じて分かりやすく説明していきたい」と強調した。対案を提出した維新の党との協議は継続するとした上で「できるだけ多くの政党に賛成していただきたい」と述べ、法案への理解獲得に期待感を表明した。
　各種世論調査で内閣支持率が下落していることに関し「安保法制への支持が低く、理解が進んでいないことがこういう結果になっているのかなと思う」と分析。「支持率のために政治をやったら、人気目当ての政権になってしまう」とも訴えた。
2015/07/20 20:55   【共同通信】
首相「政治、支持率のためでない」　ＴＶで安保法案説明
朝日新聞デジタル　竹山栄太郎　2015年7月20日21時50分

フジテレビ「みんなのニュース」に出演した安倍首相

　安倍晋三首相は２０日、フジテレビの番組に出演し、内閣支持率が低下していることについて、「（安全保障関連法案は）残念ながら支持が低い。理解が進んでいないという中にあって、こういう厳しい結果になってるのかなと思う」と述べた。番組では、日本と米国を隣りあった家どうしに見立てた模型を使って、法案の内容を説明する場面もあった。
　首相は「支持率のために政治をやっているのではない。やるべきことはやっていきたい」と安保法案を今国会で成立させることに強い意欲を示した。「戦争法案と言われている。これはまったく逆。むしろ戦争を未然に防ぐための法制だ」などと説明した。
　維新の党との修正協議については、「できるだけ一致点を見いだす努力をしていく責任はお互いにあるのかなという気がする」と協議を続ける考えを示した。
　首相は今月上旬、自民党役員会で「テレビに出て法案を説明したいがオファー（要請）がない」と吐露。６日から自民党のインターネット番組に５回にわたり出演し、自身の考えを述べていた。（竹山栄太郎）
安保法制「国会そのものが違憲に」　丹羽氏が審議に懸念
朝日新聞デジタル　北京＝倉重奈苗　2015年7月20日20時32分

丹羽宇一郎氏

　６月に日中友好協会の会長に就任し、あいさつ回りのため北京を訪問中の丹羽宇一郎・前駐中国大使が２０日、日本の安全保障関連法案について「憲法違反との疑義があるのなら、まず今のようなやり方が正しいのか国民的コンセンサス（同意）を得ることが必要ではないか。そうでなければ、国会そのものが憲法違反ということになってしまう」と述べ、多くの憲法学者が法案への疑義を呈している中で、自民・公明与党が衆院採決を強行したやり方に懸念を示した。
　記者団との懇談会で質問に答えた。丹羽氏は安倍政権の安保法案をめぐる議論の進め方についても「米国に行って約束してしまった、というやり方の問題もあるが、中身の問題をもう少し根本的に話し合わないといけないと思う」と指摘。「いろんな意見があっていいと思うが、少なくともいろんな意見を反映するようなプロセスになっていない」と疑問を投げかけた。
　丹羽氏は１９日から北京入り。中日友好協会会長の唐家璇・元外相や中国外務省の劉建超次官補らと会談した。（北京＝倉重奈苗）
安保法案の進め方、内閣支持層の一定数も疑問視
朝日新聞デジタル　2015年7月20日16時30分

安倍内閣を支持する人の安保関連法案の見方

　安全保障関連法案の衆院通過を受けた今回の朝日新聞社の緊急世論調査によると、安倍政権による憲法解釈の変更や自民、公明両党の衆院採決の進め方について、内閣や自民の支持層でも、一定数の人たちが疑問をもっていることがわかった。
　安倍晋三首相が憲法改正の手続きをとらず、憲法解釈の変更で集団的自衛権を使えるようにする法律整備を進めることには、安倍内閣の支持層では５４％の人が「適切ではない」と回答。「適切だ」は２５％にとどまった。安保関連法案に賛成の人でも、「適切ではない」は４９％で、「適切だ」の３０％を上回った。
　衆院の特別委員会では与党が法案採決を強行、本会議では野党の多くが採決に加わらないまま可決したことには、内閣支持層では「よかった」３９％、「よくなかった」４３％。自民支持層では「よかった」３６％、「よくなかった」４９％だった。
安保法案で憲法骨抜き許せぬ　恵庭事件元被告の野崎さん　行く末危ぶみ講演、執筆
北海道新聞　07/20 18:08
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安倍政権の安保政策などを批判したリポートについて説明する野崎健美さん。「憲法を守るために発言しないといけない」と声を上げる
　戦後の安全保障政策を大転換する安保関連法案が１６日、衆院本会議で可決されたことに誰よりも憤る人がいる。北広島市の野崎健美（たけよし）さん（８０）。「憲法を武器に国家権力と闘った身として、憲法を壊す動きは許せない」。約５０年前に自衛隊の違憲性が争点となった恵庭事件の元被告で、憲法の基本的人権を盾に国家と対峙（たいじ）し、無罪を勝ち取った。近年は憲法の行く末を危ぶみ、講演会などで護憲を訴えてきただけに憂いは深い。
　「憲法の平和主義をないものとする法案だ。日本は民主主義から国家主義に変わってしまった」。この日、衆院本会議の採決を自宅のテレビで見守った野崎さんは語気を強めた。
　１９６２年の恵庭事件で、野崎さんと弟は自衛隊法違反で起訴されたが、野崎さんは演習で生活権を脅かされた自分たちこそが被害者だと訴えた上で、自衛隊が戦力不保持を規定する憲法９条に違反する可能性も指摘した。
　あれから半世紀。離農して北広島市に移り住んだ野崎さんは、公の場での政治的な発言はせずに静かに暮らしていたが、その沈黙を破った。きっかけは２０１２年末の第２次安倍政権の誕生だ。特定秘密保護法の制定や集団的自衛権の行使容認の閣議決定など、憲法の理念をなし崩しにするような動きを政権が加速させたからだ。
　「今までの自民党ですらしなかった憲法をぶっ壊す姿勢」に危機感を募らせた。１３年から地元の護憲団体の集会や高校などに出向き、恵庭事件の経験を語り、憲法が人々の暮らしを支えていることを伝えてきた。
　このほか、原発政策や特定秘密保護法などに関わる政権への訴えなどをまとめたリポートの執筆も始め、これまで１５本を作成。マスコミ関係や平和団体、政党など約２０団体に毎回、送付している。
　最新号は７月７日付の「安倍政権の目標と戦略に対抗するために」。日本が安保政策を推し進めれば近隣国との摩擦が深刻化し、同盟国の米国の懸念材料にもなると指摘した。
　「明らかに違憲の安保法制が成立したら、国家が国民より優越する状況をつくってしまう。憲法が国民のためにあるものだと国民自身がもっと知らなければいけない」。傘寿を迎えた今、半世紀前の闘いと重ね合わせ、声を張り上げている。（門馬羊次）
◇
　恵庭事件　恵庭の自衛隊演習場近くで酪農を営んでいた野崎兄弟が１９６２年１２月、演習場内に入り、砲撃訓練用の通信線を切断した。演習騒音により、牛の乳量が減少するなどの被害に対する抗議行動だったが、刑法の器物損壊罪ではなく、自衛隊法違反（防衛供用物損壊）の罪で起訴された。
　３年半に及ぶ公判は自衛隊の違憲性が焦点となったが、札幌地裁は「通信線は防衛供用物にあたらず」とし、兄弟を無罪とした。自衛隊の憲法判断は回避し、「肩すかし」と批判もあった。札幌地検は控訴せず、判決は一審で確定した。
イラク派遣「純然たる軍事作戦」　不測事態、官邸が情報統制
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　イラク・サマワ宿営地付近の着弾地点を調べる陸上自衛隊員＝２００４年８月（防衛庁陸上幕僚監部提供）
　陸上自衛隊が２００４～０６年にかけてイラク南部サマワで実施した人道復興支援活動の内部報告書全容が１９日明らかになった。迫撃砲やロケット弾による宿営地への攻撃が計１０回以上に及び、派遣部隊責任者が「純然たる軍事作戦」と指摘するなど緊迫した状況が記されている。不測の事態には首相官邸への連絡を優先し、情報統制していたことも判明した。
　任務拡大に伴う隊員リスクの増大などに焦点が当たっている安全保障関連法案の参院審議に影響を与える可能性がある。
　報告書は陸自が０８年５月にまとめた「イラク復興支援活動行動史」。野党が要求し、衆院特別委での採決強行後に配布された。
2015/07/19 17:57   【共同通信】
伊勢新聞　2015/7/19(日)

自民、民主県連トップが所感　安保法案衆院通過後初の週末
　集団的自衛権の行使を可能とする安保関連法案が衆院を通過してから初の週末となった十八日、県内入りした自民・民主の県連トップが報道陣に法案への所感を語った。自民党県連会長で衆院議員の田村憲久氏は「議論は分かりづらかったとは思う」とし、参院で議論を深めることに期待を示した。民主党県連代表で参院議員の芝博一氏は「これで終わりではない」とし、廃案を求めて活動を強化する方針を示した。
　津市で開かれた役員会の後、取材に応じた田村氏は安保関連法案をめぐる国会での議論について「非常に細かく分かりづらかったとは思うが、議論は百時間を超えている。どこかで採決しなければならない。参院でもしっかり議論いただきたい」と述べた。
　その上で「分かりづらい議論」は野党にも責任があるとし「民主党の考えは議員ごとに違い、議論が難しい。答弁する側も大変。自民党と正面切っての議論をしていただきたい」と指摘。「野党は法案のどの部分を質問しているのか分かりにくい」とも語った。
　芝氏は幹事会後に開いた記者会見で「これで終わりではない。より強力な反対運動を繰り広げる」と強調。「県内全域で街宣活動や集会を通じた運動を展開していく」と述べ、十九日には中川正春衆院議員と四日市市で街宣することを明らかにした。
　安倍晋三首相が新国立競技場の建設計画見直しを表明したことを引き合いに出し「その理由は国民の理解を得ていないことだが、安保法案は国民の理解を得ていなくても強行採決した。まさに二枚舌と言われるようなことで、大いに不満を持っている」と述べた。
　一方、民主党の岡田克也代表が三日の会見で言及した衆院の早期解散について、田村氏は「今している場合ではない」と述べた。芝氏は「解散で自公が過半数を得れば、安保法案が信任されたと考えようとするまことしやかな話もある」と語った。
安保法案めぐり賛否訴え　県内各地で街頭活動 

熊本日日新聞　2015年07月18日 
　安全保障関連法案が衆院を通過して初の週末となった１８日、賛成、反対の両派が熊本市の下通アーケードで街頭活動を展開。「日本の平和と安全を守る法案だ」「世界各地の戦争に巻き込まれる」とそれぞれの主張を訴えた。
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	横断幕を掲げて安保関連法案の廃案を訴える反対派の街頭活動＝１８日、熊本市中央区
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安保関連法案の必要性を訴え、憲法改正の署名を集める賛成派の街頭活動



　法案に賛成する「美しい日本の憲法をつくる県民の会」は、「法案が国際貢献を可能にする」などと書いたチラシを配布。中国の海洋進出や尖閣諸島の防衛を懸念するパネルを展示し、憲法改正を求める署名活動を展開した。県議会防衛議員連盟の小杉直会長（自民）は「法案は１００時間以上審議され、議論を深めた。強行採決ではない」と声を張り上げた。
　反対の立場の「戦争法案を阻止するくまもと女性の会」は賛成派から約１５０メートル離れた場所で「戦争法案許さない」と記した横断幕を掲げ、安倍政権に抗議の意思を示した。元共産県議の中島絹子さん（８４）は「私たちの声を無視して衆院を通過させた。戦後日本の歴史的な岐路で、参院で廃案に追い込まなければならない」と訴えた。
　賛成派のチラシを受け取った自営業、米野芳治さん（６５）＝同市中央区＝は「尖閣諸島を中国の脅威から守ってほしいが、自衛隊の活動範囲が世界に広がることには抵抗がある」、反対派に署名した会社員、羽田野史紀さん（２４）＝合志市＝は「違憲との指摘もあるのに強行採決は納得いかない。若い世代が戦争に巻き込まれるのではないか」と不安を口にした。
　抗議の声は各地で相次いだ。原水爆禁止国民平和大行進の阿蘇集会では、参加者が核兵器廃絶や安保関連法案の廃案を叫んだ。熊本市南区城南町で連合熊本が開いた平和集会では、上田淳会長が「安倍首相はなぜ国民の声に耳を傾けないのか」と訴えた。
　一方、県関係国会議員の多くは連休に合わせて帰熊。各事務所によると、安保関連法案に関する国政報告会や街頭演説などは予定していないという。
　自民の松村祥史参院議員は同日夕、熊本市で若手経営者ら約２０人と意見交換。安保関連法案について「国を守るために法のすき間を埋めるのが目的で、決して戦争法案などではない」と説明した。 

安保関連法案：熊本のデモ…合流で開始時の倍１０００人に
毎日新聞　2015年07月19日　20時43分（最終更新　07月19日　21時14分）


安全保障関連法案の廃案を求めてデモ行進する人たち。参加者がどんどん増え、主催者によると約１０００人に膨らんだ＝熊本市中央区の下通アーケードで２０１５年７月１９日午後１時４５分、野呂賢治撮影
　安全保障関連法案の成立に反対する動きは１９日も各地で広がった。熊本市のデモ行進には次々と市民が合流し、開始時の２倍に当たる約１０００人（主催者発表）に達した。福岡市の講演会にも予想より３割以上多い人が訪れた。衆院通過から３日。反発は確実に強まっている。
　熊本市中央区の繁華街で行われたデモは熊本県弁護士会の主催。デモに先立ち、同区の公園であった集会には約５００人（同）が参加し、大江正昭・熊本学園大教授（憲法学）が「法案は違憲。安倍晋三首相らは『自分たちが憲法』と思っているのかもしれない。何としても廃案にしなくてはならない」と訴えた。続いてデモに移行すると、次々と市民が合流し約１０００人（主催者発表）に。「平和を守れ」「今すぐ廃案」などの声が響いた。
　友人と参加した同区の主婦（３２）は「大勢の反対の声を無視して強行採決する首相のやり方に納得できず、参加した。反対の声が届くまで頑張りたい」。県弁護士会の寺内大介・憲法委員会委員長（４９）は「参加者が予想より多いのは、怒りの表れだ」と話した。
　福岡市では法案に反対する県議や市議で作る「自治体議員立憲ネットワーク福岡」が、元防衛官僚の柳沢協二氏を招き、講演会を開いた。用意した２００席に約２７０人が訪れ、会場の外に立って耳を傾ける人もいた。
　柳沢氏は法案の狙いを「日米同盟の強化」とし「その結果、他国への抑止力になると政府は説明するが、逆に攻撃を誘発する可能性もある。都合のいい論理だけを展開してはいけない」と指摘した。
　会場からは「日本だけ血を流さなくてもいいのか」という質問もあった。２００４〜０９年、内閣官房副長官補として自衛隊のイラク派遣を統括した柳沢氏は「武力行使だけが平和貢献ではない。自衛隊は当時一発も銃弾を撃たなかったから、イラク国民の信頼を得た」と説明した。毎日新聞の世論調査で内閣支持率が急落したことについては、取材に対し「来年の参院選まで運動を維持することが大切だ」と語った。【野呂賢治、尾垣和幸】
埼玉新聞　2015年7月19日(日)
＜安保法案＞怒りの赤　県庁前で女性１０００人「９条壊すな」
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	安全保障関連法案への怒りを「赤色」で表現する女性ら＝１８日午前、さいたま市浦和区の県庁


　「レッドカード安倍政権」「戦争法案絶対廃案」―。県庁を埋め尽くす赤いＴシャツや帽子、スカーフを身にまとった約千人（主催者発表）の女性たち。１８日午前、浦和のまちが安倍政権に対する「怒り」の赤色に染まった。
　新日本婦人の会県本部会長の加藤ユリさん（６８）ら４人が主催した「戦争をゆるさない女性のレッドアクション」は４月以来２回目。今月１６日、集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法案が衆院本会議で自民、公明両党と次世代の党の賛成多数で可決されたことを受け、集まった女性らは怒りを爆発させた。加藤会長は「民主主義を踏みにじる暴挙に、満身の怒りを込めて抗議する。私たちは諦めない」と声高に訴えた。
　「真っ赤」な千人は、金子兜太さんが書いた「アベ政治を許さない」とのメッセージを掲げ、約３０分間にわたり浦和駅西口までをパレード。「武力で平和は守れない」「憲法９条を壊すな」などと声を張り上げながら、街を行き交う人々に共感を求めて歩き続けた。
　参加したさいたま市浦和区の関原雅子さん（６２）は「安倍政権の強行採決は民主主義のやり方ではない。日本の平和外交の在り方を根底から覆し、信頼を一気になくしてしまう」と表情を曇らせた。同市南区の舟橋初恵さん（５５）も「強行採決は許せない。少しでも声を上げたかった」。
　子ども２人を連れて初めて参加したという同区の森坂志保さん（４２）は「法案に対する不信感や子どもの将来を考えて、声を上げなければと思った。自分の気持ちを訴えられて良かった」と充実感を漂わせた。
埼玉新聞　2015年7月20日(月)

＜安保法案＞若者たちもＮＯ！　高校生ら１３０人、大宮で反対デモ
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	デモ行進で安保関連法案に反対する高校生ら＝１９日午後、さいたま市大宮区


　安全保障関連法案の成立を目指す安倍政権に反対の意思を示そうと、県内の高校生ら約１３０人（主催者発表）が１９日、さいたま市大宮区の市民会館おおみやからＪＲ大宮駅前までデモ行進した。
　主催したのは県内在住、在学の高校、大学生らでつくる「ヴィップ埼玉」。デモでは先頭の高校生らが「ＮＯ　ＷＡＲ　平和願う大宮デモ」と書かれた幕を掲げ、「憲法守れ」「自由を守れ」「戦争法案、絶対反対」と叫びながら行進した。
　和光高校１年の紀田真求さん（１５）は「政府は説明もせずに強行採決した。憤りを感じる。自分は殺すつもりも殺されるつもりもない」と安保法案を拒否。自由の森学園高校３年の山森要さん（１７）は「戦争は何かを解決するのではなく、憎しみを生むだけ。間違っていると思う。（衆院で）採決されてしまったが、声を上げ続けることが大事」と力を込めた。
安保関連法案：さいたまで高校生と大学生ら抗議デモ
毎日新聞　2015年07月19日　21時36分（最終更新　07月19日　23時21分）


「ＮＯ　ＷＡＲ」の横断幕を手にデモの先頭に立つ高校生ら＝さいたま市大宮区で２０１５年７月１９日午後４時４３分、山寺香撮影
　安保関連法案の強行採決に抗議するため、さいたま市内では１９日、埼玉県内の高校生と大学生でつくる「ＶＩＰ（Ｖｏｉｃｅｓ　Ｉｎｔｏ　ｔｈｅ　Ｐｅａｃｅ．）埼玉」がデモを行い、参加した市民約３００人（主催者発表）が「憲法　守れ！」などと声を上げた。
　６月に東京都内で催された「若者憲法集会」で知り合った埼玉県内の高校生４人と大学生２人が「埼玉でも声を上げよう」と団体を発足させた。今回、初めてフェイスブックやツイッターなどでデモへの参加を呼び掛けたところ、予想以上の人数が集まった。
　最前列で行進した私立大宮開成高校２年の鈴木遥さん（１７）は「戦争が始まったら、戦場に行くのは私たち若者。絶対に戦争になるような法制化はしてほしくない」と話した。
　ツイッターでデモを知った一橋大学２年の正木純さん（２０）＝同県在住＝は「同世代のデモを盛り上げたい」と１人で参加した。
　正木さんは、東日本大震災の際の原発事故後、反原発デモに参加する勇気がなかったことを悔やんで「（胸の内の）思いを表に出さないと、世の中は変わらない」と行動するようになった。「民意を見えるようにするには一つ一つ地道にやるしかない」と語り、「ＮＥＶＥＲ　ＧＩＶＥ　ＵＰ」と書かれたプラカードを掲げた。【山寺香】
「アベ政治許さぬ」、怒りの声うねる　京都で安保法案反対集会
京都新聞　【 2015年07月18日 23時00分 】


集会で安倍政権に抗議するメッセージが書かれた紙を掲げる市民たち（１８日午後２時３５分、京都市東山区・円山公園音楽堂）
　衆院を通過した集団的自衛権の行使を可能とする安全保障関連法案に反対する抗議集会が１８日、京都市東山区の円山公園音楽堂であった。市民ら約４千人（主催者発表）が参加し、「憲法９条を守れ」「戦争法案廃案」と怒りの声を上げ、繁華街を練り歩いた。
　集会では憲法学者や学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）関西」のメンバーが登壇し、「安倍政権は立憲主義、民主主義、国民主権を否定している」「今こそ未来を担う若者とほかの世代が手を携え、主権者として反対の声を上げよう」と演説した。
　参加者は作家澤地久枝さんの呼び掛けによる全国一斉アピールで「アベ政治を許さない」と書かれた紙を掲げた。集会後、四条通などを歩き、「子どもたちの未来を守れ」などと訴えた。
安保法案衆院通過　意見書可決の県内市町村議ら落胆 

信濃毎日新聞　07月17日（金）
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自宅で衆院本会議のテレビ中継を見る中沢さん＝１６日午後２時７分、信濃町

	


　安全保障関連法案や国会審議の進め方に対し、県内では６月定例会以降だけで５６市町村議会と県会が法案に反対したり、慎重審議を求めたりする意見書を可決した。立場を超えて一致し、国に意見した市町村議らは、憤りやむなしさを感じながら１６日の衆院採決を見守った。
　　　◇
　「数の力でどうにもならないとは思っていた」。上伊那郡辰野町議会議長の宮下敏夫さん（７３）は法案の可決を知り、釈然としない表情を見せた。町議会は３月定例会で法整備に反対する意見書案を否決。６月定例会では、一転して今国会での立法措置を行わないよう求める意見書を全会一致で可決した。
　４月の町議選で議員構成が変わった影響もあるというが、「議論が尽くされていないとの思いを全員が共有していた」と宮下さん。自身も保守系だが、強引と見える一連の政権運営に「これまでの自民党と違う」と話した。
　１３日に慎重審議を求める意見書を全会一致で可決した小県郡青木村議会。提出を働き掛けた村議の山本悟さん（７２）は仕事場で国会中継を見た。討論で「今からでも撤回しませんか」と訴えた野党議員に、思わず拍手を送った。
　法案や政権与党の姿勢を「民主主義の否定、危機、破壊」と山本さん。「与党議員にもさまざまな意見があるはずだが、個性的な安倍首相を前に口をつぐんでいる」と残念がった。
　上水内郡信濃町議会の元議長、中沢則夫さん（９３）は、衆院採決を伝えるテレビ画面を食い入るように見つめた。太平洋戦争に従軍した元航空兵。集団的自衛権の行使を可能にする法案について、「戦争がどんなに悲惨か分かっていない」と憤り、８０、９０代の元町議２人と廃案を求める請願を町議会に提出。６月定例会で廃案を求める意見書が賛成多数で可決された。
　ただ、衆参両院によると、県内の議会が両院議長に宛てた意見書を閲覧した国会議員は、１６日時点でゼロ。「法案審議に忙しく、法的効力のない意見書には目が向かないのでは」と、担当者は言う。
　中沢さんは「憲法９条の下で平和な日本をつくったからこそ国際社会の信頼を得た。抗議が広がっているのに、なぜ急いで可決するのか」。１８日に出席する平和を考える町内の催しで、不戦の誓いとともに「国民の声に政治は応えてほしい」と語るつもりだ。
安保法案、県内学生から疑問の声　強行採決に不信も
2015/07/17 20:26   【秋田魁新報】  

　安全保障関連法案が衆院本会議で可決された１６日、秋田県内の若者たちは平和が脅かされかねないことへの懸念を口にし、強行採決に踏み切った政治家への不信をあらわにした。「日本が戦争に巻き込まれる」「納得できない」—。県内各大学のキャンパスで学生たちが疑問の声を上げた。
　「７０年前の悲劇が再び繰り返されることにならないか」。秋田大２年の大河礼佳さん（１９）は法案成立後の日本を想像し、将来への不安を口にする。
　県立大大学院１年の廣瀬直樹さん（２３）も「後方支援といっても、戦況によっては前線に巻き込まれることもあり得る」と懸念を表明。
　一方、国会の動きを冷静に受け止める声もある。秋田大大学院２年の鎌田達也さん（２４）は「法案と戦争をイコールで結ぶのは安直。かといって、法案を通すほどの新たな自衛策が必要なのかも分かりづらい」とし、賛否は決めかねるとの立場。
　賛成の声もある。米カリフォルニア州出身で国際教養大生のリー・ロイさん（１９）は「中国や北朝鮮の脅威が強まる中、日米同盟の強化は歓迎すべきこと。これまでの日米安保は、日本が米国に守られるだけの不平等な内容だった。法案が成立すれば平等な状態に近づく」と指摘した。
県内戦争経験者が警鐘　安保法案、衆院通過 

岩手日報　(2015/07/17)

　集団的自衛権行使の解禁を柱とする安全保障関連法案が衆院本会議で可決された１６日、県内では世代を超えた不安と、政治への不信感が広がった。先の大戦の悲惨な経験を知る世代は「同じ過ちを繰り返すのか」と危機感を募らせる。大学生も戦争に巻き込まれる懸念を口にする一方、国際情勢の変化から法案に理解を示す意見も。国民の理解が進んでいない点や、憲法解釈の変更で突き進む政治手法には、一様に厳しい視線が送られている。
　「国の今後を決める大事な法案。そもそも戦争をしないという基本を忘れてはいけない」。太平洋戦争末期に釜石市で艦砲射撃を経験した同市大町の男性（８３）は法案の衆院通過に危機感を募らせた。世界各地に友達がおり「友達のいる国と戦争をするなんて考えたくない」との訴えは切実だ。
　特攻隊として終戦を迎えた北上市二子（ふたご）町の男性（９４）は「国を自分たちで守る姿勢は大事だが、方法が問題だ」と指摘。厳しい訓練を重ね、何度も爆撃から逃れた日々を振り返り「せっかく平和な時代が続いていたのに、日本の将来はどうなる。同じ過ちを繰り返すのか」と語気を強めた。
　十分な議論が尽くされぬままの数に任せた強行採決に政治への不信感を募らせる声も上がった。
　盛岡市上田４丁目の男性（８２）は、盛岡駅前で４５年３月と８月の２度空爆を体験。「（集団的自衛権容認というが）相手があることだから、こじれたらどうなるか分からない。戦争を体験した者として『戦争に巻き込まれてはいけない』と強く思う」と力を込めた。
＜安保法案＞元裁判官２人、勝手な政権に怒り
河北新報　2015年07月17日金曜日
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守屋克彦さん
写真特集へ
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泉山禎治さん
写真特集へ
　多くの疑問を残したまま、安全保障関連法案が１６日、衆院を通過した。「絶対に必要な法案」と強調する安倍晋三首相。「国民の声を聴いて」「諦めず廃案を求めたい」。成立へと突き進む与党への抗議活動は全国各地でこの日も行われ、仙台では２人の元裁判官が異例の政権批判を展開した。
◎なぜ憲法理念を覆すのか／元仙台高裁秋田支部長　守屋克彦さん
　終戦時、国民学校の５年生だった。一番印象に残っているのは仙台空襲だ。塩釜市の自宅から西の空が真っ赤に燃え上がっている様子が見えた。
　炎の中を米軍爆撃機Ｂ２９が悠々と飛んでいた。仙台に来たら焼け野原が広がっていた。終戦を迎え、ホッとしたことを覚えている。
　憲法に根差す新しい国をつくるため、法律を勉強した。裁判官になり、法律を守り、国民に守ってもらってきた。多数の力をもって憲法を勝手に解釈した安倍政権は自分勝手だ。なぜ憲法の理念をひっくり返すのか。政権も法を守ってほしい。人前で話すのは苦手だが、その思いから初めてマイクを握った。
　東日本大震災から立ち上がる東北の人々の民度は高い、と海外から評価された。自分たちが正しいと思う法が正しい法になる社会を実現するため、日頃の選挙で政治を監視していこう。
◎砂川判決と全く違う解釈／元仙台地裁所長　泉山禎治さん
　居ても立ってもいられない思いでこの場所に来た。なぜこれほど急いで日本の国を変えようとするのか。米国との約束に合わせた国会日程を決めたからだろう。自分勝手な考えで法案を通したとしか思えない。
　司法に携わる者として憲法、基本的人権を守る仕事をしてきた。戦後７０年にわたり、歴代内閣が非常に慎重に扱ってきた憲法の形を一内閣が今、こともなげに解釈だけで変えようとしている。
　国際情勢の変化を理由にするならば、正式な手続きを経て国民に問うべきだ。安倍首相は説明が不十分だと公言し、勝手な政治をしている。もう信頼できない。
　最高裁砂川判決は集団的自衛権に触れておらず、判決の解釈と全く違う理屈を並べるのは支離滅裂だ。誠におごり高ぶった態度で法案を通そうとしているのが今の政権の実態だ。


「説明の夏」むなしく　自民、個別取材自粛ムード
北海道新聞　07/19 08:00、07/19 10:06 更新
　与党が採決を強行して衆院を通過させた安全保障関連法案をめぐり、自民党議員の間に、党本部の指示で報道機関の取材に個別に応じないムードが漂っている。安倍晋三首相は「国民への丁寧な説明」を強調するが、若手議員の勉強会での「圧力発言」を受け、議員の不規則発言による法案成立への影響を警戒しているからだ。だが、議員が発言を控えれば、「有権者への説明不足につながりかねない」との声もある。
　「（審議は）参院に移るが、国民の理解を得られるよう国会議員もしっかり説明に努めて理解を求めるのが大事。この夏は『説明の夏』だ」。塩崎恭久厚生労働相は１７日の記者会見でこう強調した。
　各種世論調査によると、安保関連法案に対する国民の理解は進んでいないが、党内では今月上旬、法案に関するテレビ局のアンケートに答えないよう幹事長室が指示。討論番組への出演をいったん承諾した議員が、党本部の意向で突然断るケースもあった。「マスコミに出ちゃいけない雰囲気が党内にある」（中堅議員）という。
　党が議員の発言を警戒し始めたのは、６月の国会議員勉強会で報道機関への圧力発言が出てから。安保関連法案の審議への影響を考慮し、規制を強めたとみられる。
　小泉進次郎・復興政務官は１６日、記者団に「党が子どものように番組に『出るな』『出ろ』、発言を『する』『しない』と指示するのは、言うべきことを言えない組織だと思われる」と述べ、党執行部を批判した。
あり得るの？　徴兵制導入＝安倍首相は否定、野党は疑念－ニュースを探るＱ＆Ａ
　衆院を通過した安全保障関連法案に絡み、徴兵制をめぐる議論が交わされている。安倍晋三首相は導入を全面否定しているが、「将来は分からない」と疑う声も野党から出ている。
　－なぜ今、徴兵制が議論になっているの。
　安保法案が成立すれば、日本が直接攻撃されていなくても密接な関係にある国と一緒に反撃できる集団的自衛権の行使が可能になり、米軍など他国軍への後方支援も大幅に広がる。「自衛隊員の任務やリスクが増大して、志願する人が減るのでは」という見方があって、その結果、徴兵制の導入につながりかねないとの懸念が野党側にはあるんだ。
　－実際に導入されそうなの。
　いや、安倍首相は強く否定している。国会答弁などでは、「徴兵制は憲法１８条が禁じる『苦役』に当たる」と説明し、憲法に違反するという見解を示している。また、「政権が代わっても、憲法解釈を変更する余地は全くない」とも説明しているよ。
　－安倍政権に導入する考えがないとしても、将来の政権も導入しないと言い切れるのかな。
　そこを野党側は疑っているんだ。首相は、歴代政権が「できない」と言ってきた集団的自衛権の行使を、憲法解釈の変更で認めた。憲法には「徴兵制を禁止する」という明文の規定はないため、民主党の岡田克也代表は「将来の首相が『徴兵制は憲法に合致している』と判断するリスクがある」と追及している。
　首相はこうした指摘を「レッテル貼り」と一蹴し、議論はかみ合ってはいない。
　－自衛隊は志願制のままで持つのかな。
　現在、隊員は約２４万人いるが、少子高齢化が進む中で人員の確保は課題になっている。一方、装備のハイテク化に伴い、隊員には専門的技能が要求される。短期間で人員が入れ替わる徴兵制は「非効率」との指摘があって、先進国７カ国（Ｇ７）で徴兵制を実施している国はないよ。（時事通信2015/07/20-14:05）2015/07/20-14:05

安倍首相：例え話多用、積極的にＴＶに　支持率向上狙う？
毎日新聞　2015年07月20日　20時55分（最終更新　07月20日　23時16分）


新国立競技場の建設計画を抜本的に見直す方針を表明する安倍晋三首相（中央）＝首相官邸で２０１５年７月１７日午後３時４２分、長谷川直亮撮影
　安倍晋三首相が民放番組に積極的に出演し始めた。２０日に報道番組に生出演し、２１日もＢＳ番組の収録を行う予定だ。２０日の番組では「（内閣支持率の低下理由は）安保法制への支持が低く、理解が進んでいない」と首相自ら認めざるを得ない状況で、テレビ出演は安保法制を直接説明すると共に、首相の露出を増やし、内閣支持率の下落傾向に歯止めを掛ける狙いがありそうだ。
　「『町内みんなで協力して戸締まりをしていきましょう』という法案であり、特定の泥棒をやっつけようということではない」。２０日、フジテレビの報道番組に出演し、安保法案について「戦争を未然に防ぐための法制だ」との考えを強調した。「昔は雨戸を閉めておけばよかったが、今は振り込め詐欺などがある。そういう事態に備えていなければいけない」と、特殊詐欺を例に安全保障環境の変化に対応する必要性を指摘した。
　さらに、「国会議論はどうしても法律論、憲法論に偏りがち。できる限り分かりやすく、説明したい」として、パネルや模型も用意。道路をはさんだ隣の「米国の家」で火事が起きたとの例えで法案の仕組みや必要性について説明した。
　例え話を多用した首相は「参院での審議を通じて分かりやすく説明したい」と述べた。出演は約１時間半という異例の長時間となった。
　報道各社の世論調査で「政府は説明不足」とする回答が８割に上ることを受け、首相は自民党のインターネット番組に計５日にわたって出演。例え話で「分かりやすさ」をアピールした。だが、その後、内閣支持率は毎日新聞の世論調査で３５％と初の３割台となるなど大きく低下。党内には「ネット番組を見ているのは党員だけ」との声もあり、より多くの視聴者が期待できる民放番組への出演が不可欠と判断したようだ。
　首相は２１日にも日本テレビのＢＳ番組（収録）に出演し、法案の有用性を訴える予定だ。【樋口淳也】
万が一への備え、政府の責務＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は１９日、横浜市内で講演し、安全保障関連法案について「万が一のことを考え、国民の命や平和な暮らし、国の存立を守ることは政府の最重要の責務だ」と述べ、理解を求めた。「野党やマスコミが戦争法案だ、徴兵制復活だなどと宣伝しているが、そうした誤解を取り除くため、引き続き丁寧に説明したい」とも強調した。
　また、菅長官は東京五輪・パラリンピックの主会場となる新国立競技場の計画見直しに触れ、「安倍晋三首相は、この大会が国民の祭典であり祝福されるものでなければならないという判断の中で、ゼロベースで計画を作り直すことを決断した」と説明、「何としても大会に間に合わせ、国民に喜んでもらえる大会にしたい」と語った。　（時事通信2015/07/19-19:24）2015/07/19-19:24

安保再可決、排除せず＝「与党質問足りなかった」－高村氏
　自民党の高村正彦副総裁は１９日のＮＨＫ番組で、参院に送付された安全保障関連法案で、６０日以内に議決されなければ衆院で再可決できる憲法の「６０日ルール」を適用することについて、「使う必要がないようにしっかり審議し、結論を出してもらいたい」と述べ、可能性を排除しなかった。
　高村氏は、安保法制への国民の理解が広がっていないことに関し、「法案の必要性について、与党側の質問で引き出すべきところが十分引き出せなかった。与党の（質問）時間が足りなかった。野党側の質問は十二分にできていた」との見解を示した。
　公明党の北側一雄副代表は同じ番組で、６０日ルールについて「参院のメンツを懸けて、（６０日経過は）しないと思う」と指摘した。　
　一方、民主党の枝野幸男幹事長は、対案提出について「安倍晋三首相の言っている集団的自衛権は憲法違反なので、中途半端な対案の出し方をすると、その本質部分が国民に見えなくなってしまう」と述べ、慎重な考えを示した。
　維新の党の柿沢未途幹事長は、同党の対案について「議論の成り行きを見極めて、最終的には（参院に）提出したい。今後も（与党との）協議は継続していく」と述べた。（時事通信2015/07/19-11:17）
安保関連法案：「支持率犠牲にしても成立を」自民副総裁
毎日新聞　2015年07月19日　20時52分（最終更新　07月19日　22時03分）


自民・高村正彦副総裁＝国会内で２０１５年７月１４日、長谷川直亮撮影
拡大写真
　自民党の高村正彦副総裁は１９日のＮＨＫ番組で、安全保障関連法案の衆院平和安全法制特別委員会での強行採決後、毎日新聞の全国世論調査などで内閣支持率が急落したことを受け、「支持率を犠牲にしてでも、国民のために必要なことはやってきたのがわが党の誇るべき歴史だ」と述べ、安保法案の今国会成立を目指す考えを強調した。
　高村氏は「最後のころは繰り返しや直接関係ないような質問があり、議論は熟したと判断した」と特別委での採決の正当性を主張した。
　安保法案が参院で採決されない場合、９月１４日以降に衆院で再議決できる憲法上の「６０日ルール」について、公明党の北側一雄副代表は同番組で「２カ月以上もあり、そんな状況には参院のメンツをかけてしないと思う」と述べた。
　同番組では、民主党の枝野幸男幹事長が「審議するほど国民が理解し、理解すれば反対が増える。ますます反対の世論が広がり、参院で（与党が）採決できない状況を作れるのではないか」と指摘。共産党の山下芳生書記局長も「国民の戦いを盛り上げ、廃案を勝ち取りたい」と同調した。
　維新の党の柿沢未途幹事長は、衆院で否決された同党の対案について「国民の不安に応え、憲法適合性を確保する内容になっている」と参院に改めて提出する意向を示した。対案を巡る与党との協議は「今後も継続していくことになる」と述べた。
　一方、菅義偉官房長官は１９日、横浜市で講演し、安保法案に世論の批判が強い現状を踏まえ、参院審議を通じて丁寧に説明する考えを表明。「野党やマスコミは戦争法案、徴兵制復活だと宣伝している」と批判したうえで、「この国会でなんとしても成立させたい」と述べた。【佐藤慶、田中裕之】
共産・志位氏、圧倒的世論で廃案に＝安保法制
　共産党の志位和夫委員長は１８日、党本部で講演し、参院に審議の場を移す安全保障関連法案について、「（衆院での）強行採決は世論に追い詰められた結果だ。国民的運動を広げ、圧倒的な世論で安倍政権をさらに追い詰めれば、採決不能の立ち往生に追い込むことは可能だ」と述べ、反対の世論を背景に廃案を目指す考えを示した。
　また、集団的自衛権行使を柱とする同法案を「違憲立法」と断じた上で、「憲法と法の支配を無視した政治の行き着く先は、独裁政治に他ならない」と訴えた。（時事通信2015/07/18-16:56）2015/07/18-16:56

安保法案、対決色強める民主＝「抵抗路線」に不満も
　民主党は、安全保障関連法案をめぐる参院審議でも、安倍政権との対決姿勢を強めていく方針だ。政府案への世論の理解が広がっていないことを追い風に、政権を追及する好機との判断からだ。ただ、党内には、批判一辺倒の「抵抗路線」だけでは、政権から離反した世論を受け止められないとの懸念もある。
　民主党の岡田克也代表は１８日、仙台市内で街頭演説し、「安倍晋三首相は多くの疑問の声がある中、強行採決で押し通した。歴代首相が集団的自衛権行使は憲法違反だと明言してきたのを、議論もなしに変えてしまった」と強調。安保法案を廃案に追い込みたいとの考えも示した。
　岡田氏ら幹部は同日、衆院での採決強行に抗議する「安倍政権の暴走をただす全国キャンペーン」をスタート。２０日までの３連休を利用し、衆院比例代表１１ブロックごとに街頭活動を展開、政権批判のボルテージを上げる。
　安倍内閣の支持率が急落する中、民主党執行部は既に参院メンバーによる対策本部を立ち上げ、衆院審議を通じて浮かび上がった論点の洗い出しを進めている。野党共闘にも積極的で、「審議の入り口から反対でまとまっていく形にしたい」（ベテラン）と意気込む。
　もっとも、政府案の批判に終始する執行部の対応に保守系を中心に不満は募る。同党は４月末に安保法制に関する党見解をまとめたが、国会審議を通じて党の「ばらばら感」が露呈するのを嫌ってか、岡田氏らは対案提出に消極的だ。曲がりなりにも包括的な対案を出して「責任野党」をアピールした維新の党を横目に、ある民主党議員は「わが党の考えが国民に伝わらない」と嘆く。
　岡田氏は党内の不満に対し、１７日の記者会見で、「（対案を）出せば、政府案の問題点を議論する時間が減る」と強弁するだけだった。
　党内には、衆院審議が合憲か違憲かという「そもそも論」に終始し、論戦が深まらなかったことへの反省もある。「憲法違反の一点では、政権を追い込むのは厳しい」。対策本部のメンバーの一人は、政府案の批判だけでは長期戦となる参院審議が手詰まりに陥る可能性を指摘する。（時事通信2015/07/18-16:21）2015/07/18-16:21

安保強行は理不尽と野党　与党は政権への影響警戒
　野党は１８日、共同通信社の世論調査で内閣支持率が急落したことに関し「安全保障関連法案の衆院通過強行が、いかに理不尽だったかを表している」（岡田克也民主党代表）として、批判を展開した。与党も「かなり注意しないといけない数字だ」（谷垣禎一自民党幹事長）と政権への影響に警戒感をあらわにした。
　民主党の枝野幸男幹事長は東京都内で「安倍晋三首相が安保法案を無理押しすればするほど、国民の思いは離れる」と記者団に指摘した。
　維新の党の松野頼久代表は東京で講演し「安倍政権は危険水域に入った」と明言。同党の柿沢未途幹事長は取材に「新国立競技場建設計画の見直しだけでは回復できない」と語った。共産党の山下芳生書記局長は「採決強行により、ないがしろにされた国民の怒りが原因だ」と分析した。
　一方、谷垣氏は取材に「政権運営を慎重に進める」と強調した。公明党幹部は「厳しい結果だ。安保法案の参院審議で、国民の理解を得る工夫をするしかない」と述べた。
2015/07/18 22:18   【共同通信】
民主：新党も視野に　細野、長島、馬淵３派が連携強化確認
毎日新聞　2015年07月20日　21時43分（最終更新　07月20日　23時21分）


【左】細野豪志政調会長【中央】長島昭久元副防衛相【右】馬淵澄夫元国土交通相
　民主党の保守系議員らで作る細野、長島、馬淵３グループの所属議員約２０人が２０日夜、東京都内の中華料理店で会合を開き、将来の合流も念頭に３派の連携強化を確認した。３派内には、政権批判の受け皿となる野党新党の設立構想がある。
　３派は、今年１月の代表選で岡田克也代表に敗れた細野豪志政調会長を支援。細野氏のほか、長島昭久元副防衛相、馬淵澄夫元国土交通相がそれぞれトップを務め、党内のリベラル勢力とは距離を置く。
　会合終了後、細野グループの階猛事務局長は記者団に「与党の支持率が下がる中で、民主党が国民の期待を受け止めるため、安全保障法関連法案の対案を作ることが必要だという認識で一致した」と述べた。３派の結束を強めるため、今後、国家観の共有も含め定期的に勉強会を開くことでも一致した。
　会合では、３派として野党再編を発信するよう求める声も出た。しかし、執行部との対決姿勢を打ち出す格好となることに懸念が示され、安保法案の対案提出に向け執行部に法案化作業を求めることにとどめた。
　参加者の一人は「対案型野党でなく反対野党のままでは政権の受け皿にはなれない」と指摘した。将来的には３派を核に野党再編につなげる構想もある。【田所柳子、佐藤慶】
支持率急落　安倍首相、安保関連法案について国民の疑問に答える
フジテレビ系（FNN） 7月21日(火)2時6分配信
安倍首相が、FNNの夕方のニュース「みんなのニュース」に生出演。支持率急落の逆風が吹く中、その原因といえる安全保障関連法案について、国民の疑問に答えた。
　安倍首相は、「(支持率なんですが、支持する39.3に対して、支持しない、不支持52.6。どのように受け止められますか?)厳しい数字ですね。その中で、われわれも、一生懸命、国民の皆様に、この平和安全法制を理解していただけるように、努力を重ねていきたいと思いますし、政策全般にわたって、しっかりと進めていくことによって、国民の皆様のご信頼を回復したいと思ってます」と述べた。
内閣支持率39.3%。
　第2次政権発足後、最低の数字という逆風の中、FNNの夕方のニュースに生出演した安倍首相。
　安倍首相は、「(ずばり誰に責任がある?)誰に責任があるとかですね、そもそも論というのを申し上げるつもりはありません。いずれにせよ、世界の人々を感動させる大会にする責任は、日本政府にありますし、わたしは、その最終的な責任者ですから、もちろん、これは、最終的にわたしの責任だと思います」と述べた。
　冒頭、新国立競技場の計画見直しについて、「最終的な責任はわたしにある。オリンピックまでに間に合わせる」と明言した。
　そして、延長国会の焦点である、安全保障関連法案。
　FNNの世論調査では、今の国会での成立に反対と答えた人は、6割を超えた。
安倍首相は、「『戦争したいんですか?』って言われるんですね。いわば、ある種のイメージを貼り付けられてしまったな。ずいぶん、それから誤解もあって、今、最初に申し上げたように、戦争法案とかですね、徴兵制とか、これ全部間違ってます。間違っているということを、次の参議院の審議を通じてですね、わかりやすく説明をしていきたい」と述べた。
　「わかりやすく説明したい」と語った安倍首相は、自ら模型を使い、集団的自衛権を、アメリカの離れに燃え移った火災に見立てて説明した。
　安倍首相は、「風向きがこうなってるね、こっちに移りますねといった段階で、これはもう、ほぼもう来ますねといった段階で、日本の消防士がやって来て、この真ん中で、この道の上から、この離れを消しに行くということになります」と述べた。
　そこで、何度も繰り返したのは、「戸締まり」という言葉。
　安倍首相は、「わたしは、特定の国だということは、申し上げるつもりはありませんし、どこかの国と戦争をしようということではなくて、まさに、戸締まりをするんですね。戸締まりというのは、しっかりと、戸締まりすることによって、強盗や泥棒から家を守る。どこか特定の泥棒を、これは目標としているのではない」と述べた。
　さらに、多くの国民が一番知りたい疑問についても説明した。
　安倍首相は、「((安保法案を)なぜ今国会で仕上げたいのか?)日本を取り巻く環境は、一番最初に説明したように、厳しくなっているんです。この中で、なるべく戸締まりは、早くやった方がいいし、相手の方が、よこしまな考え方は持てませんよと。相手に政策を変更させるということに、わたしは、つながっていくと思っています」と述べた。
　ここでも、「戸締まりは早くやった方がいい」と、強調するにとどまった。
　また安倍首相は、維新の党との修正協議について、前向きな姿勢を表明した。
　安倍首相は、「残念ながら、民主党は、正面からこれ、憲法違反だといって、議論に、われわれとの協議に乗ってくる姿勢はないと、わたしは思います。これは、大変残念なんですがね。場は、参議院に移りますが、自民党と維新の党において、当然これは、話し合いは続いていくと思います」と述べた。
　一方、京都市内で街頭演説を行った、民主党の岡田代表。
　岡田代表は、「私は日本の立憲主義が、まさしく危機的状況にあると思います」と述べた。
　安倍首相が、安全保障関連法案の参議院審議では、わかりやすく説明したいと表明したことについて、期待できないと批判した。
　岡田代表は、「同じことを繰り返す。聞かれていないことを答える。つまり、はぐらかし。そこを、きちんとあらためてもらわないと、8割の国民の皆さんが、政府は説明不足だという状況は、変わらないと思います」と述べた。
安保法案　安倍首相「参院の審議通じ、わかりやすく説明したい」
フジテレビ系（FNN） 7月20日(月)22時17分配信
安倍首相は、FNNの夕方のニュースに生出演し、安全保障関連法案について、参議院の審議を通じて、国民の理解を深めていく考えを強調した。
　安倍首相は、「平和安全法制に対しては、残念ながら支持が低いですし、理解が進んでいない。参議院の審議を通じて、わかりやすく説明したい」と述べた。
　安倍首相は、安保関連法案が「戦争法案」と批判されていることについて、「全く逆で、むしろ戦争を未然に防ぐ法制だ」と強調し、参議院の審議で、国民の理解を深めていく考えを示した。
　また、新国立競技場の計画見直しについて、「最終的な責任はわたしにある。オリンピックまでに間に合わせる、責任を果たしていく」と述べた。
最終更新:7月20日(月)22時20分
安倍首相、生出演　内閣支持率39.3%について「厳しい数字」
フジテレビ系（FNN） 7月20日(月)20時20分配信
安倍首相が20日の「みんなのニュース」に生出演。さまざまな疑問について直撃した。

(FNNが7月18日と19日に実施した世論調査で、安倍内閣の支持率は、支持するが「39.3」、支持しないは「52.6」だったが?)
　厳しい数字ですね。
　その中で、われわれも、一生懸命国民の皆さまに、この平和安全法制、理解していただけるように努力を重ねていきたいと思いますし、政策全般にわたって、しっかりと進めていくことによって、国民の皆さまのご信頼を回復したいと思っています。
　
(支持率が下がる背景には、平和安全法制があると考える?)
　やはり平和安全法制に対しては、残念ながら支持が低いですし、理解が進んでいないという中にあって、こういう厳しい結果になっているのかなと思います。

(新国立競技場を白紙に戻すという決断の背景は?)
　やはりオリンピックは、国民みんなの祭典ですから、国民の皆さんや、アスリートたちに祝福される大会でなければならないと思います。
　その中において、新国立競技場が、今までの計画においては、大きな反対があったのは事実でありました。
　そこで、2020年のオリンピック・パラリンピックまでに、完成させなければいけないという課題はありましたが、十分に間に合うという確信を得ることができましたので、白紙から見直しをしていく。
　そのことによって、主役は国民の皆さん1人ひとりですから、国民の皆さんにオリンピックをやってよかったねと、思っていただけるような大会にしていきたいと思います。

(反対の声を無視できなくなったということ?)
　これはやはり、オリンピックというのは、国民みんなのスポーツの祭典ですし、アスリートの皆さんも、こういう競技場では、国民に感動を与えることはできないのではないかという声がありました。
　それでは、みんながオリンピックに向かって、成功させようという気持ちにならない。
　これがやっぱり、一番大きかったと思います。

(見直しで大きいのはコストの問題だと思うが、コストの規模としては?)
　今、わたしがいくらだということは言えません。
　従来のキール型アーチの計画では、どうしてもコストがかさみます。
　あの中で、どれぐらいコストを削減できるかということでやってきたんですが、この額では、やはり大きいというのが、国民の皆さまの相違なんだろうと思います。
　そこで、ゼロベースにして、できるかぎりコストを抑制していく中において、同時に、われわれ、2020年までに間に合わせなければならない。
　そこで、しっかりとした案を出していただいて、決めていきたいと思っています。

(ラグビーのワールドカップは間に合わない?)
　ラグビーは2019年9月ですから、ここは無理だということなんです。
最終更新:7月21日(火)2時8分
安倍首相、生出演　「戦争法案、徴兵制、全部間違ってます」
フジテレビ系（FNN） 7月20日(月)20時32分配信
安倍首相が20日の「みんなのニュース」に生出演。さまざまな疑問について直撃した。(衆議院を通過した安全保障関連法案。最大のポイントは国民の理解が広がっていないという点だと思うが?)
　よく、「戦争をしたいんですか?」と言われるんですね。
　「戦争法案」ともいわれています。
　これ全く逆でしてね。
　むしろ、戦争を未然に防ぐための法制なんです。
言ってみれば、戸締まりをしっかりやりましょうねと。
町内みんなで協力して戸締まりをしていきましょうという法案であって、誰か特定の泥棒をやっつけようということではなく、しっかりと戸締まりをしていこうという法制を今、進めているということで、そのこともよく理解していただけるように、説明していきたいと思ってるんです。

(まだ理解は広がっていないという認識?)
　いわば、ある種のイメージを張りつけられてしまったなと。
　ずいぶん、それから誤解もあって、今、最初に申し上げたように、戦争法案とか徴兵制とか、これ、全部間違ってます。
　間違っているということを、次の参議院の審議を通じて、わかりやすく説明していきたい。
　ただ、国会の議論はどうしても、法律論・憲法論に偏りがちですので、なかなか一般の皆さんにはわかりにくい議論に、残念ながら、なってしまっているのかなと思いますので、そういう意味で、きょう番組にも出させていただいて、できるかぎり、わかりやすく説明させていただきたいと思います。

(視聴者からは、「アメリカから言われたから?」、「メリット、デメリットをはっきり知りたい」、「なんでそんなに急ぐんですか?」など、さまざまな疑問の声が上がっているが?)
　なんで、そんなに急ぐのと、こう言われるんですね。
　それは、先ほども申し上げましたように、戸締まりをしっかりしていこうということなんです。
かつては、雨戸だけ閉めておけばよかったんです。
　雨戸だけ閉めておけば、泥棒を防いで、自分の財産を家に置いておいても守ることができたんですね。
でも、今はどうでしょう。
　例えば、振り込め詐欺だとか、電話がかかってきますね。
　それへの対応もありますし、口座が電子的にとられてしまうという事態にもなっています。
　そういう事態に、やっぱり備えていなければいけない。
　たまたま今、何も起こっていないかもしれませんけど、備えていなければ、そういう事態が起こるかもしれない。
　まさに、そうした戸締まり。
　国民の命や自由や幸福を守るためには、今からしっかりと備えをしておくことによって、何か、よこしまな考えを持っている人は、日本を侵略するのをやめておこうということになっていくんですね。
　つまり未然に防ぐための法律は、もうずいぶん、安全保障環境厳しくなっていますから、わたしは、政治家の責任というのは、国民の命や、幸せな平和な暮らしを守ることですから、その責任を果たさなければならないと思っております。
最終更新:7月21日(火)2時6分
自民 安保法案の理解促進へ取り組み強化
ＮＨＫ　7月20日 4時39分
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自民党は、先週衆議院を通過した安全保障関連法案を今の国会で確実に成立させるためには、国民の理解をさらに深めることが不可欠だとして、党幹部らが法案の必要性を直接国民に説明する機会を増やすなど、取り組みを強化することになりました。
集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ安全保障関連法案は、今月１６日に衆議院本会議で、自民・公明両党と次世代の党などの賛成多数で可決されて参議院に送られ、今の国会で成立する公算が大きくなっています。
　ただ、各種の世論調査で法案への国民の理解が進んでいない状況が指摘されていることなどから、自民党は、法案を今の国会で確実に成立させるためには国民の理解をさらに深めることが不可欠だとして、新たに衛藤・総理大臣補佐官をトップとする「理解促進行動委員会」を設置して、取り組みを強化することになりました。
　具体的には、国会議員が支持者などに説明する際の参考資料を作成することや、党幹部らが各地に出向いて法案の必要性を直接説明する機会を増やすことなどを検討していて、参議院の審議と並行して取り組みを進めていくことにしています。 

与野党 安保法案の参院審議巡り議論
ＮＨＫ　7月19日 12時03分
ＮＨＫの「日曜討論」で、安全保障関連法案が先週、衆議院を通過し参議院に送られたことを受けて、自民・公明両党は法案の必要性など国民の理解を得ながら参議院でも可決して、成立させたいという考えを示したのに対し、民主党などは法案の問題点などを世論に訴えながら廃案に追い込みたいという考えを示しました。
自民党の高村副総裁は「にわかに曇ってから傘を用意したのでは間に合わないのが安全保障の問題だ。支持率を犠牲にしてでも、国民の平和と安全を守るために必要なことをやってきたのが自民党の誇るべき歴史だ。今後、与党も一体となって国民の理解を得るべくやっていきたいし、参議院は『６０日ルール』を使う必要がないようにしっかり審議して、結論を出してもらいたい」と述べました。
　公明党の北側副代表は「今なぜ安全保障法制が必要なのかをしっかり説明していくことがとても大事だ。参議院の審議では政府側に説明してもらいたいし、私たちも具体的に説明していきたい。『６０日ルール』を使う状況には、参議院のメンツをかけてしないと思う」と述べました。
　これに対して、民主党の枝野幹事長は「憲法違反であるという基本的にだめだということに加えて、個別に見ても矛盾がたくさんあり、まだまだ指摘をしていかなければならない。国会内の戦いだけでは勝ち目がないのは確かなので、問題点を国民に伝えて、国民世論対安倍総理大臣という構図を作り、世論の大きなうねりで廃案に持っていきたい」と述べました。
　維新の党の柿沢幹事長は「最も的確な案は維新の党の独自案だと思っているので、参議院に提出して堂々と議論していきたい。政府案の危険な点や憲法の範囲を逸脱している点に歯止めをかけつつ、やるべきことをやる内容になっているので、受け入れをお願いしていく」と述べました。
　共産党の山下書記局長は「衆議院での採決は憲法９条と国民主権をダブルで踏みにじる暴挙であり、国民の怒りは強い。憲法違反だという国民の過半数が感じている法案の問題点を徹底的に追及する必要があり、世論と運動で廃案に追い込みたい」と述べました。
　次世代の党の松沢幹事長は「日本にとって必要な法案だという判断で賛成した。ただ、衆議院での審議の失敗は１０本の法案を１つにまとめて議論しようとしたことなので、参議院では法案ごとや具体論を審議するようなしかたで差別化すべきだ」と述べました。
　社民党の又市幹事長は「国会審議をすればするほど憲法違反の疑いが濃厚だということで、国民世論はどんどん反対が強まってきている。『６０日ルール』や強行採決ができないような世論を作って、何としても廃案に追い込んでいきたい」と述べました。
　生活の党と山本太郎となかまたちの山本代表は「法案は明確に憲法違反であり、全力で反対する。政府・与党は安全は保障されると言ってるが、むしろ危険は高まる。採決になれば結果は決まっているので国民は声を上げてほしい」と述べました。
　日本を元気にする会の山田政策調査会長は「数の力を背景に議論を進めれば民主主義の危機となる。参議院ではまともな安全保障の議論ができるよう、論点を整理し
て国民にも分かりやすいように論戦に臨む」と述べました。
　新党改革の荒井代表は「自衛隊を派遣する場合に必ず事前に承認を国会で取り付けるための仕組みを一生懸命作っていきたい」と述べました。 

維新・松野代表 安保法案に引き続き反対
ＮＨＫ　7月18日 20時45分
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維新の党の松野代表は、１８日夜、東京・調布市で講演し、１６日、衆議院を通過した安全保障関連法案について、憲法に違反している疑いがあり、戦争に巻き込まれるかもしれないとして、引き続き反対していく考えを示しました。
この中で、維新の党の松野代表は、今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案が、１６日、衆議院を通過したことについて、「憲法は国の最高法規であり、どんな法律も憲法の枠内でなければならないのは当たり前だ。９割以上の憲法学者が、違憲だと指摘しているにもかかわらず押し通したのが、おととい繰り広げられた国会のどたばただ」と述べました。
　そのうえで、松野氏は、「維新の党の対案と、政府案との違いは、ホルムズ海峡までは行かない、日本の近海以外は守らないということだ。戦争に巻き込まれるかもしれない法案に対し、維新の党も、しっかり反対したということは分かっていただいたと思う。戦争するということは、政治にとって最大の失敗であり、政治家は万死に値するという思いを持っている」と述べ、政府案には、引き続き反対していく考えを示しました。 

民主・岡田代表 参院審議で安保法案阻止を
ＮＨＫ　7月18日 18時54分
民主党の岡田代表は仙台市で講演し、１６日衆議院を通過した安全保障関連法案について、参議院での審議を通じて問題点を訴え、成立の阻止につなげたいという考えを示しました。
この中で民主党の岡田代表は、今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案が１６日衆議院を通過したことについて、「１００時間を超える審議をすれば、少しは法案の中身を理解する人が増えてくるのが普通だが、今回は反対が増えて賛成が減るという全く逆の現象が起きている」と指摘しました。
　そのうえで岡田氏は、「憲法違反の疑いが極めて濃いこの法案はこれからが本当の勝負だ。衆議院は数で強行採決されたが、参議院の議論の中でさらに反対という人が増え、７割、８割の国民が反対と言ったら、安倍政権はそれでも強行して採決ができるのか」と述べ、安全保障関連法案について、参議院での審議を通じて問題点を訴え、成立の阻止につなげたいという考えを示しました。
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さらに岡田氏は、「日本が海外で幅広く武力行使ができる国にする道で行くのか、それとも、今の憲法の平和主義を大事にする道を歩むのか、その分かれ道に来ている。ここは絶対に道を間違えてはいけない」と述べました。 

共産・志位委員長 安保法案廃案に追い込む
ＮＨＫ　7月18日 18時53分
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共産党の志位委員長は党本部で開かれた講演会で演説し、１６日衆議院を通過した安全保障関連法案について、国民への働きかけを強めて廃案に追い込みたいという考えを示しました。
この中で共産党の志位委員長は、今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案が１６日衆議院を通過したことについて、「数の暴力で強行することは、憲法９条に反するだけでなく、国民主権の大原則に反する許し難い暴挙であり、満身の怒りを込めて断固たる抗議の声を突きつけたい」と述べ、政府・与党の対応を批判しました。
　そのうえで志位氏は、「国民的運動を広げに広げて、圧倒的世論で安倍政権をさらに追い詰めるならば、採決不能の立往生に追い込むことは可能だ。立憲主義を否定し、法の支配を無視した政治の行き着く先は独裁政治にほかならず、憲法違反の『戦争法案』は、ただちに撤回、廃案にする以外ない」と述べ、国民への働きかけを強めて、廃案に追い込みたいという考えを示しました。
　さらに志位氏は、「『軍事対軍事』の悪循環に陥ることが最も危険なことではないか。憲法９条の精神に立った平和の外交戦略を確立することこそが、今日本に求められている」と述べました。 

自民・茂木氏 安保法案の早期成立に期待
ＮＨＫ　7月18日 18時52分
自民党の茂木選挙対策委員長は東京都内で記者団に対し、１６日衆議院を通過した安全保障関連法案について、「主要な論点は明らかになっており、適切なタイミングに参議院としての判断を下してほしい」と述べ、早期の成立に期待感を示しました。
この中で自民党の茂木選挙対策委員長は、今の国会の最大の焦点となっている安全保障関連法案が１６日に衆議院を通過したことに関連して、「衆議院で１１０時間を超える審議を行い、主要な論点は明らかになっている。さらに議論を深め、適切なタイミングに参議院としての判断を下してほしい」と述べ、早期の成立に期待感を示しました。
また茂木氏は、１７日に安倍総理大臣が新しい国立競技場の整備計画を見直す方針を表明したことについて、「コストを抑制するという観点も含めて、ゼロベースでの見直しは速やかで、適切な判断だった。コストを含め、計画の全体像が明らかになったのはつい先日のことで、決して『対応が遅すぎる』という批判は当たらない」と述べました。 

自民・高村副総裁「国民の理解進んでいない」
ＮＨＫ　7月18日 18時00分
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自民党の高村副総裁は、東京都内でＮＨＫの取材に対し、今の国会で最大の焦点となっている安全保障関連法案について、「国民の理解が進んでいないことは認めざるをえない」としたうえで、参議院でも可決して、早期の成立を目指す考えを強調しました。
この中で自民党の高村副総裁は、安全保障関連法案が１６日に衆議院を通過したことに関連して、「重要な節目を一つ越えたが、国民の理解が進んでいないことは、残念ながら認めざるをえない」と述べました。
　そのうえで高村氏は、「参議院で早く審議に入り、間違っても『６０日ルール』を使わざるをえないということにならないよう、熟議をして結論を出してほしい」と述べ、安全保障関連法案を参議院でも可決して、早期の成立を目指す考えを強調しました。
　また高村氏は、１７日に安倍総理大臣が、新しい国立競技場の整備計画を見直す方針を表明したことについて、「いい決断だ。いちばん大切なことは、責任論を議論することではなく、国民に支持され喜ばれる国立競技場を、東京オリンピック・パラリンピックに間に合うように作り上げることだ」と述べました。 

